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論文要旨 

近年、自然災害の頻度が増加し、それに伴う深刻な被害が社会的な問題とな

っている。この背景から、被害を最小限に抑え、持続可能な社会を築くために、

迅速で地域に適した復興の実現が重要な課題とされている。この文脈において、

「レジリエンス」という概念が注目され、災害研究の中で重要な位置を占めて

いる。本稿では、1973 年から 2023 年の間の文献を基に、災害研究でレジリエ

ンスに関する日本および国際的な研究を検討し、その定義の分類と進化、測定

方法、社会実践への応用を詳細に分析した。レジリエンスの概念がどのように

発展してきたか、その中で脆弱性やソーシャルキャピタルといった要素がどの

ように関連しているか、さらにはその適用と今後の課題について詳細に考察し

た。 

キーワード 災害、レジリエンス、脆弱性、ソーシャルキャピタル 

  

Abstract 

In recent years, the frequency of natural disasters has been on the rise, leading to 

significant societal concerns due to the resulting serious damages. Against this backdrop, 
minimizing the impact and swiftly implementing regionally appropriate recovery 
measures have become crucial challenges in building a sustainable society. In this 
context, the concept of “resilience” has garnered significant attention and holds a 
prominent position within disaster research. This paper reviews a selection of literature 
from 1973 to 2023, focusing on the concept of ‘resilience’ in disaster research both in 
Japan and internationally. It emphasizes the application of resilience in social practice 
and its challenges. The paper explores the evolution of the concept of resilience in 

disaster research, and its interaction with related concepts such as vulnerability and 
social capital. Furthermore, it examines the application of the concept of resilience in 
social practice and the future challenges associated with it. 
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1. はじめに 

近年、様々な分野で注目を集めている概念の一つに「レジリエンス」があ

る。「レジリエンス」とは、もともとは工学や物理学分野での概念であり、

「跳ね返る力」「回復力」「弾力性」といった現象や特性を指している。レジ

リエンス研究は、1970 年代から始まったとされ、統一された定義がないな

どのいくつかの問題を抱えながらも、これまでに様々な研究が行われてき

た。近年では、自然災害が頻繁に発生し、甚大な被害をもたらすことが大き

な問題となっている。このため、人命や財産の損失を最小限に抑え、持続可

能な社会を目指し、災害後の迅速で地域に適した復興を実現することが重

要な課題となっている。このような状況において、「レジリエンス」は災害

研究の重要な概念として認識され（Manyena 2006; Nelsonら 2007）、注目さ

れている。 

「レジリエンス」という用語は、多岐にわたる意味を含む複雑な概念であ

る。このため、研究者間でその定義についての合意が得られていない状況が

ある。この概念を理解するためには、その背景や研究史を把握する必要があ

る。さらに、レジリエンスの定義が不明瞭なままでは、レジリエンスを向上

させるための政策や施策の実施に際して、混乱が生じる恐れがある。 

このため本稿では、災害研究を中心に「レジリエンス」という概念の定義

に関する議論やこれまでの知見を概観し、その社会実践での適用及び今後

の課題について考察する。本稿では、1973年から 2023年までの文献に絞っ

て、「災害レジリエンス」およびその英訳である「Disaster resilience」をキー

ワードとして、Web of Science、Google Scholar、CiNiiのデータベースを検索

した。日本および海外の災害研究におけるレジリエンスの概念に関連する

文献をレビューすることで、レジリエンスの概念的枠組みを整理する。また、

レビュー対象とする研究には、災害研究におけるレジリエンスに関する研

究に加え、レジリエンスに関連して用いられる脆弱性などの概念に関する

研究も含まれる。 

以上の本稿の目的に則して、以下の構成で論じる。第 2節では、既存研究

からレジリエンス概念を抽出し、様々な分野でのレジリエンスの説明を行

う。第 3節では、災害分野でのレジリエンスの定義について論じる。第 4節
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では、日本における災害分野でのレジリエンスの議論を整理する。第 5節で

は、災害研究におけるレジリエンス研究のレビューから浮かび上がった主

要な概念（脆弱性、ソーシャルキャピタル）とレジリエンスとのつながりを

明らかにする。第 6節では、災害分野のレジリエンスの測定要素をまとめ、

研究の課題を指摘する。第 7 節は今後のレジリエンス研究に必要な方向性

を提案し、本稿をまとめる。 

2. さまざま分野でのレジリエンス 

レジリエンスは多様な分野で使われる体系的概念であり、もとは自然科

学の分野で発展してきた。本節では、物理学、生態学、心理学などの既存研

究を比較・考察し、レジリエンスの定義を整理する。 

レジリエンスという言葉の語源は、もともとラテン語の「resilire」や「resilio」

（「跳ね返す」の意）で、「元の状態に戻る」という意味を持つ。16世紀頃、

フランス語で「撤回する、取り消す」という意味の “résilier”という言葉が借

用され、現代の英語である「resile」に発展し、現在も使われている。19 世

紀半ば、欧米の工業が発展していく中で、機械工学の分野では、金属が外力

によって変形した後に復元する能力を表す”レジリエンス”という言葉が広

く使われるようになった。学術用語としての「レジリエンス」は、物理学、

工学、生態学等の領域において最初に使用された。具体的には、1973年に、

生態系システムが外的撹乱にもかかわらず元の状態を維持する能力として、

Holling は、「生態システムのレジリエンスと安定性」という論文で、「レジ

リエンス（resilience）」という概念を初めて取り上げた。その後、この用語

は、社会学、心理学などの分野でも、より大きな社会の適応能力を表す言葉

として使われるようになった（Nelsonら 2007；Norrisら 2008）。 

そして、現在では「レジリエンス」という用語は多くの文献で多義的に使

用されるようになっている。これまで、多くの研究分野で扱われており、分

野や研究者によってレジリエンスの定義が異なる場合がある。表 1 に示さ

れているように、主要なテーマによって、さまざまな研究・政策分野ごとに

異なる定義が存在している。 
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表 1 研究分野別の代表的なレジリエンス定義 

分野 定義 主要なテ

ーマ 

出典 

物 理

学 

歪みのエネルギーを蓄積、システ

ムが破損・変形することなく負荷

の下で弾性的に偏向する能力 

エネルギ

ー、破損・

変形、弾性 

Gordon （1978） 

生 態

学 

生態系が状態変数、ドライバー、

パラメーターの変化を吸収してな

お存続する能力 

 

吸収、再構

築、存続、

適応性の

高い 

Holling （1973） 

 

心 理

学 

ストレスのネガティブな効果を緩

和するパーソナリティ特性 

ストレス、

パーソナ

リティ、平

衡 

Wagnild and 

Young （1993） 

安定的な（心理的）平衡を保てる

能力  

Bonanno 

（2004） 

社 会

学 

ある集団やコミュニティが、社会・

政治・環境の変化によって生じる

外的なストレスや撹乱に対処する

ことのできる能力 

変化、対処 Adger （2000） 

都 市

社 会

学 

物理システムと人間社会の持続可

能なネットワーク 

都市のシ

ステム、機

能、適応、

発展、持続

可能 

 

Godschalk 

（2003） 

都市システムとその社会生態学的

及び社会技術的ネットワークが、

時間的・空間的に異なるスケール

において、障害に直面しても望ま

しい機能を維持したり、迅速に回

復したり、変化に適応したり、現

在または将来の適応能力を制限す

るシステムを迅速に変革する能力

（都市のレジリエンス） 

Meerow ら 

（2016） 

 

都市の強みや弱みを踏まえたうえ

で、強みを活かした持続可能な都

荒木（2018） 
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分野 定義 主要なテ

ーマ 

出典 

市づくりについての要素 

コ ミ

ュ ニ

テ ィ

社 会

学 

災害後の復興に十分参加できるよ

うなコミュニティの能力、スキル、

知識 

復興、スト

レス、対処

能力、脆弱

性 、的強

み、適応、

柔軟性 

 

 

Coles （2004） 

 

個人およびコミュニティが継続的

かつ慢性的なストレス状態に対処

する能力・効果的に対応するため

の未知の内的強みとリソースを特

定する対処能力、適応と柔軟性の

測定値 

Ganor （2003） 

 

コミュニティがストレスに耐え、

変化にポジティブに対応していく

能力を示す複雑で多面的かつ多層

的なプロセス 

Wickes ら

（2015） 

 

災 害

学 

従来の予防力に加えて、災害を乗

り越える力（回復力）を加えた総

合的な力 

継続能力、

適応、向上 

林（2016） 

ネットワーク化された一連の適応

能力と、攪乱後の構成集団の機能

と適応の正の軌道とを結びつける

プロセス 

U.S.NRC 

（2012） 

 

ハザードの影響に適時・効率的に

抵抗、吸収、順応、変形、回復す

る能力 

 

国連防災機関

UNISDR（2015） 

注：英語文献の定義は筆者訳  

 

表 1に示されるように、レジリエンスの概念は多様な分野において、多様

な定義が存在し、その定義が一意であるわけではない。同じ分野でも複数の

定義が存在している。例えば、都市やコミュニティのレジリエンス研究では、
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ある定義は特定の側面の短期間におけるレジリエンス（主に災害への対応）

に焦点を当てており（畠山ら 2013；Cutter ら 2014）、ある定義は、様々な

側面と潜在的脅威を含む長期間のストレス（主に気候変動への対策）に焦点

を当てている（Leichenko 2011）。分析の切り口としては、災害の観点からの

分析と、経済などの観点からの分析がある。近年では、文化人類学（奈良・

稲村 2018）、コミュニティの持続可能性（Magis 2010）など、多様な視点で

研究が進められている。個人の特性との関連でレジリエンスを扱う研究者

は、「能力」という言葉を使用してレジリエンスを定義する傾向にある（石

原・中丸 2007）。また、プロセスとしてレジリエンスを捉える定義もある。 

しかし、多くの場合、定義は分野によって異なるが、レジリエンス研究で

は総じて混乱、ストレス、逆境に直面してもうまく適応する能力が強調され

る。また、「レジリエンス」とは、様々な対応機能や機能回復力を持つ概念

と考えられる。これには、特定の事象や状況後における回復力だけでなく、

継続的な変化やストレスに対処する過程全体が含まれる。従って、レジリエ

ンスは単に事象の結果に対する反応だけでなく、変化に適応し、それに対処

するプロセス全体によって評価されるべきであると言える。ここで言う「対

応機能」とは、コミュニティ、組織、個人、あるいは社会的・技術的なイン

フラなど、幅広い範囲に及ぶシステムのことを指す。この点において、レジ

リエンスには、主に以下の 3つの意味合いが含まれると考えられる。 

a. 外部からの擾乱や応力に対する安定性 

b. 大きな擾乱の後に回復する能力 

c. 新しい環境に適応する能力 

3. 災害分野でのレジリエンス 

災害分野は、他の分野のレジリエンスの概念を取り入れることで発展し

てきている。1980 年代においては、災害分野でのレジリエンスはまだ発展

途上の分野であり、その概念も今ほど明確には定義されてなかった。この時

期の特徴は、災害後に復旧・復興するための能力に重点を置いていたことで

あり、インフラの再建やサービスの復旧など、災害の直接的な影響から立ち

直るコミュニティや組織の能力に焦点が当てられていた。しかし、このよう



災害研究における「レジリエンス」に関する文献レビュー：高 誉文 

 

253 

なアプローチは後手に回り、災害の根本的な原因に十分対応できなかった

と言える。その主眼は、災害の前段階や災害リスクの軽減よりも、むしろ災

害管理や緊急対応に置かれていた。レジリエンスの概念が災害分野で初め

て導入されたのは、Timmerman（1981）の論文である。Timmerman（1981）

は、レジリエンスという言葉を、システムまたはシステムの一部が危険な出

来事を吸収して回復する能力を示す尺度であると定義している。その後、災

害の分野では、レジリエンスという概念に関する多くの定義が登場した。 

20世紀末から 21世紀初頭にかけて、災害は単なる急性現象ではなく、複

雑で体系的な問題であると認識され、より包括的で統合的なアプローチが

災害管理に必要であると考えられるようになってきた。また、レジリエンス

の概念は、災害から立ち直る能力だけでなく、変化する状況下で適応し、変

容する能力も含むように発展してきた。災害前の段階でのレジリエンス構

築が重要視され、災害リスクの軽減、準備、対処などに焦点が移っている。

災害レジリエンスの定義は、災害前の活動や災害後の復旧を含め、より包括

的で統合的な防災アプローチを採用し、個人、コミュニティ、機関が災害に

対して抵抗力と対応力を高め、災害リスクと脆弱性を低減することに重点

を置いている。例えば、Mileti（1999）が提唱した災害レジリエンスの定義

は、コミュニティや個人が災害に適応し、回復する能力に注目している。彼

は、災害レジリエンスを「災害の影響を受けたシステム、コミュニティ、社

会が、本質的な構造と機能を保護し、回復することによって、適時かつ効果

的に災害の影響に対抗し、吸収し、適応し、回復する能力」と定義している。

また、彼は、災害レジリエンスを高めるには、災害前の準備と災害後の復旧

の取り組みが重要であると強調している。そして、レジリエンスの構築には、

政府、コミュニティグループ、その他のステークホルダーが協力し、学際的

なアプローチが必要であるとしている。要約すると、この間にレジリエンス

の定義はより包括的かつ全体的になり、災害リスクの軽減と災害前の段階

でのレジリエンスの構築がより重視されるようになったと言える。 

21世紀に入ると、Manyena（2006）はレジリエンスという概念を広範囲に

わたりレビューし、この言葉が現在のように頻繁に使用されるようになっ

た背景は、2005 年の第 2 回国連防災世界会議にあると指摘している。続い

て、2015年の第 3回国連防災世界会議で「仙台防災枠組み 2015-2030」が採

択されたことにより、”Build Back Better”（日本語では「よりよい復興」）と
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いうフレーズが広く認知され、レジリエンスに注目が集まった（渥美 2021）。

近年、レジリエンスは持続可能な開発の重要な側面として広く認識され、災

害への対応と復旧の能力だけでなく、災害の影響を予測・予防・軽減し、コ

ミュニティと個人の生活全体の質を向上させる能力も含んでいる。また、

COVID-19の大流行によって、公衆衛生と災害管理の両方の原則を取り入れ

たより統合的なアプローチが必要であることなど、より詳細な理解が求め

られるようになった。そのため、コミュニティの関与、コミュニケーション、

協力の重要性、災害への備えとリスク軽減への投資拡大の必要性が改めて

注目されるようになっている。 

表 2では、過去 20年間（2003年〜2023年）の災害分野におけるレジリエ

ンス概念の定義のうち、いくつかのものを要約している。 

表2が示すように、レジリエンスの定義は多様である。この多様性は、レ

ジリエンスが単一の側面ではなく、多次元的な概念であることを示唆して

いる。具体的には、災害に関するレジリエンスは、物理的なインフラやシス

テムだけでなく、社会的、経済的、制度的、環境的な要素を包含している。

これは、コミュニティが災害の影響から回復し、適応することを可能にする

多様な要因が関与していることを意味する。さらに、レジリエンスの構築に

は、個人、家族、コミュニティ、組織などの多様なアクターの協力が必要で

あり、こうしたアクターが共に災害に備え、被害を最小限に抑え、回復に向

けて取り組むことが重要である。また、レジリエンスは長期的な視点に立っ

て定義づけられる傾向があり、災害後の長期的な回復プロセスを含意して

いる。レジリエントなシステムは、以前の成長軌道を速やかに回復するシス

テムであり、災害後に元の状態に戻すだけでなく、より良い状態への立て直

し（Build Back Better）を目指すことが現代の研究によって強調されている。

これは、レジリエンスが損害を受けた後の復元だけでなく、新たな発展の道

を模索する動きと適応力を示すことを意味している。 

以上のように、災害分野におけるレジリエンスの定義は多様であり、それ

ぞれのコンテキストに応じた異なる側面を持つことが理解されている。こ

の多様性は、レジリエンス構築が一概に決められた枠組みに従うのではな

く、各コミュニティや地域が直面する特定の挑戦やニーズに適合させる柔

軟性が必要であることを示唆している。 
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表 2 災害分野におけるレジリエンスの定義例 

定義 出典 

衝撃やストレスに晒されたシステム、コミュニティ、また

は社会が、その本質的でない属性を変え、自らを再構築す

ることによって適応し、生き残るための本質的な能力 

Manyena 

（2006） 

災害に対応し、回復する社会システムの能力であり、災害

の影響を吸収し、対処する固有の性質や、ある脅威に応じ

て再編成し、変化し、学習する社会システムの能力を高め

る適応プロセスを含むもの 

Cutter ら

（2008） 

将来の自然災害において、生命と財産の損失を最小限に抑

えて生き残れる能力 

Berke and 

Campanella  

（2006） 

自然災害やテロ行為などの重大な逆境に耐え、そこから回

復するためのコミュニティの能力 

Norris ら 

（2008） 

それぞれ異なる考え、生活スタイルをもつ人々がお互いに

関係を持ちながら、ある特定の生活空間を共有して形成さ

れるコミュニティが様々なリスクに対して個々の持つ対応

能力を総合的に運動させ、良好な対応・適応を可能とする

総合力 

畠山ら

（2013） 

外から加えられたリスクやストレス（「外力」という）に

対して対応しうる能力や、災害外力による人的・経済的・

社会的被害を最小化しうる能力である「災害対応力」 

田中

（2017） 

災害に対するコミュニティや社会が、その基本構造や機能

の維持・回復を通じて、災害の影響を適時にかつ効果的に

防護・吸収し、対応するとともに、しなやかに回復する能

力 

UNISDR 

（2015） 

従来の予防力に加えて、災害を乗り越える力（回復力）を

加えた総合的な力 

林

（2016） 

災害による被害や大きな外乱が発生したとしても、それに

折れることなく、そこから早期に立ち直る力 

小室

（2018） 

注：英語文献の定義は筆者訳 



共生学ジャーナル 第 8 号 Journal of Kyosei Studies, March 2024, Volume 8: 247-268. 

256 

4. 日本の災害研究におけるレジリエンスの定義の分類 

日本においても、災害研究に関するレジリエンスの定義は学際的な特性

を持ち、多くの角度から考察されている。 

近年、レジリエンスは「防災力」という言葉として同じ意味で使われるよ

うになった。一般社団法人レジリエンス協会の会長林春男教授は、「防災の

世界では、『防災力』と同じ意味の日本語が存在しなかった。2005年に神戸

で開催された国連防災世界会議で「兵庫行動枠組み 2005-2015」が採択され

ると、「レジリエンス」という言葉が『防災力』として認知されるようにな

った」と述べている。そこで、ここでは同様に、日本における「防災力」と

いう言葉についても検討する。 

以下では、日本の災害研究におけるレジリエンスの定義を、研究対象、研

究分野の 2つの観点から分類し、考察する。 

日本の研究者は、主に個人レベル、地域レベル（コミュニティ、都市など）、

国レベルといった様々なレベルでレジリエンスについて検討してきた。個

人レベルでのレジリエンスに関して、仁平（2014）は、「災害の悪影響に備

え、対応し、回復する個人の能力」と定義し、これには災害に耐えるための

知識、スキル、資源の開発や災害発生後の適応・回復の能力も含むとしてい

る。さらに、郷内ら（2008）は、個人防災力を「近隣住民の援助や初期消火

活動など迅速な行動が期待される個人レベルの災害対応能力」と捉えてい

る。これらの研究から、個人をコミュニティの一部として考えること、そし

て個人のレジリエンスを高めることが、コミュニティ全体のレジリエンス

を強化するために重要であるという考えが明らかになる。 

また、多くの定義がある中で、これらの研究者は災害リスクに対する地域

や都市、コミュニティのレジリエンスの定義に注目している。一般的に、多

くの研究では、地域レジリエンスを、準備、対応、回復、適応、および社会

への影響を軽減する能力として定義しているが、中には回復と適応に重点

を置く定義も見られる。例えば、塩崎ら（2015）は都市やコミュニティのレ

ジリエンスを被災した際に環境に適応し、許容可能な望ましい状態へと自

身を再構築する能力と定義している。さらに、災害前から災害後までの全過

程における能力の重要性を強調する定義も存在する。畠山（2013）は、コミ
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ュニティレジリエンスを「様々なリスクに対して、コミュニティの各個人が

持つ対応能力を総合的に発揮し、効果的な対応と回復を可能とする総合力」

と定義している。また、大矢根（2012）は、地域のレジリエンスを見る際に

は、災害に対峙する力や、地域内で培われた結束力、コミュニケーション能

力、問題解決能力に焦点を当てるべきであると述べている。このように、地

域の文化や社会的資源が、地域の回復力を形成する基盤となっていること

が指摘されている。日本地震工学会（2018）は、「地域全体の防災力向上を

目指し、地域自身のハザード特性を理解し、社会環境の変化を考慮しながら、

地域住民と関連ステークホルダーが連携して取り組む総合的な能力」とし

て地域レジリエンスを定義している。小川（2021）は、コミュニティレジリ

エンスを「コミュニティ内で共有された規律やルールが、災害時にも住民間

の協力と対応を通じてコミュニティの回復と再生を促す力」として捉えて

いる。これらの分析から、日本の地域レジリエンスの定義は災害リスク軽減

に対する積極的で包括的なアプローチを反映しており、レジリエンスの構

築において地域住民の参加を重視していることがわかる。 

日本では「国土強靭化政策（ナショナル・レジリエンス）」が推進され、

レジリエンスの概念が国家の政策でも活用されている。2013年 12月には国

土強靱化基本法が議員立法により制定され、2014 年 6 月に策定された国土

強靱化基本計画では、従来の狭い意味での「防災」の範囲を超え、国土政策

や産業政策も含めた総合的な対応が必要であるという理念が掲げられてい

る。これは、予断を持たずに最悪の事態を念頭に置いた取り組みであり、「国

家百年の大計」の国づくりとして、千年の時をも見据えながら行っていくこ

とが必要とされている。国レベルのレジリエンスとは、自然災害に備え、対

応し、回復する国の能力として理解できる。このことは、日本の国家安全保

障と持続可能性に関わる重要な側面であり、地域、コミュニティ、住民の共

同の取り組みが重視されている。 

研究分野としては、日本では主に社会学、心理学、工学、環境学など、多

岐にわたる分野から災害研究におけるレジリエンスの定義にアプローチし

ている。一般に、災害レジリエンスの定義は、分野や文脈によって異なる。

しかし、日本におけるレジリエンスの定義は、多くの要因や次元を包含して

いるため、学際的かつ多次元的な概念であることが多く、包括的かつ統合的

なアプローチで取り組む必要がある。どの定義も、個人、コミュニティ、社
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会システムが災害の影響に備え、抵抗し、回復する能力を向上させるという

共通の目標を持っていることが特徴である。 

これらは、日本の研究者がレジリエンスの定義を分類したものであり、レ

ジリエンスという概念の学際的な性質と、レジリエンスを研究する際に日

本で取られる様々な視点やアプローチを反映している。 

5. 災害レジリエンスに関わる概念 

本研究で実施した災害レジリエンス研究のレビューからは、レジリエン

スに関連する用語として脆弱性、ソーシャルキャピタルがキーワードとな

ることが明らかとなった。 

5.1 レジリエンスと脆弱性 

脆弱性（Vulnerability）は、災害社会学における重要な概念の一つである。

これは、個人や集団がハザードの影響に対処し、抵抗し、回復する能力に影

響を与える特性や状況を指す（Wisnerら 2004）。Wisnerら（2004）は、脆弱

性の形成過程を以下のように説明している。「①根源的な原因が②ダイナミ

ックな圧力として影響を及ぼし、それがさらに③危険な環境条件を生み出

し、具体的な生活場面で明らかになる。このような進行が、地震、暴風、洪

水、火山噴火、地滑り、飢饉、化学災害などのイベントと結びつき、災害を

引き起こす」。この詳細な解説は、脆弱性が物理的要素だけでなく、人的要

素にも存在しており、社会のあらゆる場所でリスクにさらされる原因とな

っていることを意味している。 

災害研究における「脆弱性」の概念は、1970年代初頭に誕生した。White

（1974）は脆弱性を「災害などの悪影響の結果、システムが損害を受ける可

能性や程度」と定義している。その後、数多くの研究者たちが Whiteの研究

を基に、脆弱性の概念を拡大してきた。1998 年には、オーストラリア緊急

事態管理庁（AEMA）が緊急事態管理分野に「脆弱性」という用語を正式に

導入した。災害リスクに関する代表的な議論としてWisner ら(2004) は、災

害リスクの数式表現は「災害リスク（R: Risk） = ハザード（H: Hazard） × 

脆弱性（V: Vulnerability）」であるとしている。さらに、国連国際防災戦略事
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務局（UNISDR）が「ハザードによる破壊効果に対して被害を受けやすいコ

ミュニティ、システム、または資産の特性及び状況」と脆弱性を定義した。

そして、災害リスク（ダメージ）は脆弱性とハザード（発生確率と強度）の

積と捉えている（UNISDR 2009）。脆弱性は、緊急事態管理のプロセス全体

に存在し、全ての段階に影響を与える。この結果、脆弱性分析は災害の原因

と影響を理解し、評価するための効果的で重要なツールとなっている。 

Cutterら（2008）によると、脆弱性の概念には論者によって異なる要素が

含まれるが、外力に対する感受性、外力の影響度、そしてこれらの外力に対

する対応や適応力を含む点において一般的な合意がある。Tierney（2020）は、

自然災害による被害が社会の脆弱性に根ざしていることを明らかにしてお

り、災害は社会的に形成される現象として、社会的な取り組みや対策によっ

て被害を軽減することが可能である。具体的には、災害に対する社会機能の

頑健性（robustness）、冗長性（redundancy）を高める「4つの R」の活動を通

じて被害を抑止し、被災した場合には迅速（rapidity）かつ効果的な資源動員

（resourcefulness）で社会機能の復旧や新しい平衡状態への順応を図るべき

であると指摘している。 

いま脆弱性とレジリエンスの関係性に関する学術界の議論は、多岐にわ

たる研究成果に基づいており、その解釈は大きく二つの異なる観点に分か

れている。多くの学者が、脆弱性はレジリエンスと表裏一体の概念であるこ

とに同意している。すなわち、レジリエンスを高めるためには脆弱性を減ら

すことが必要であると考える研究がある。これには、物理的な脆弱性（例：

不十分なインフラ整備）だけでなく、社会的な脆弱性（例：貧困、社会的排

除、差別）にも対処することが含まれている。脆弱性を削減することにより、

個人やコミュニティが災害に対する抵抗力を高め、将来的に災害の悪影響

を受けにくくなると考えられている。この点において、Cutterら（2008）は

脆弱性とレジリエンスの関係を深く理解するための概念的フレームワーク

を提供し、レジリエンスを築く上で脆弱性を減少させることの重要性を強

調した。 

一方で、脆弱性とレジリエンスは互いに独立した概念として捉える学者

も存在している。渥美（2021）の研究では、これら二つの概念が相反するも

のではなく、むしろそれぞれが独立して存在し得るとの立場を取っている。

この視点に立つと、ある状況や対象が脆弱であると同時に、レジリエンスの
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特性も併せ持っている可能性があるとされる。それぞれが補完し合う関係

にあるとする研究も存在し、脆弱性を減少させることは重要である一方で、

それだけではレジリエンスを高めるためには不十分であるとされている

（Cutter ら 2014； Manyena 2006）。レジリエンスの確立のためには、脆弱

性の背後にある社会的要因、経済的要因、環境要因に対して総合的にアプロ

ーチする必要がある。例えば、社会的つながりやネットワークを強化するこ

とは、脆弱性がある状況下でもコミュニティが災害の打撃から迅速に立ち

直る助けとなり得る。このアプローチによって、脆弱性の低減とレジリエン

スの構築は並行して進行し、お互いを補完し合う形で成果を上げることが

できるとされている。 

5.2 ソーシャルキャピタルと災害レジリエンス  

今日では、物理的な復興よりも社会的関係の重要性を強調する研究傾向

が見られる（Aldrich 2012）。ソーシャルキャピタルとは、ロバート・パット

ナム（2001）によると、「人々の間の信頼関係」「人々の間に共有されている

規範」「人々の間を取り結ぶネットワークや関係」といった地域社会に内在

して、人々の間の社会関係を規定する概念である。 

ソーシャルキャピタルは、災害レジリエンスの向上で重要な要素である

と広く認識されている。例えば、Nakagawa and Shaw（2004）は、1995年の

震災後に神戸の住民を対象に調査を行い、神戸と米国のニューオーリンズ

のコミュニティが大規模災害に見舞われた際の経験を比較している。その

結果、ソーシャルキャピタル（信頼、社会的ネットワーク、市民参加などの

指標で測定）のレベルが高いコミュニティは、災害後の復興においてよりレ

ジリエンスが高く、住民が自主的に防災対策を調整し、社会関係を再構築す

る能力が高いことがわかった。強力な社会的ネットワークは、コミュニティ

メンバー間のコミュニケーションと調整を促進し、脆弱性の特定と対処を

支援し、危機の際に精神的なサポートを提供することができる。また、災害

後の状況において、ソーシャルキャピタルは、個人、家族、さらにはコミュ

ニティが、既存のネットワークや新たなネットワークを通じて、さらなる支

援源にアクセスし、動員することを可能にする重要な資源として認識され

ている。 

ネットワークが緊密であるコミュニティは、復興に強いという明らかな
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結果があるだけでなく、災害後の復興とレジリエンスに関する研究は、身体

的・精神的健康の回復の改善、情報入手のためのソーシャルメディアの利用、

重要な物質資源の動員、正式な意思決定への影響など、様々な結果やプロセ

スにも焦点を当てている。近年、それらの関係に関する学術研究がいくつか

の重要な進歩を遂げている。例えば、2011 年の東日本大震災では、震災前

に地域の絆が強いと評価していた高齢の被災者は、それまで自分が社会的

に孤立していると認識していた被災者よりも、震災後の認知障害が少ない

傾向があることが示された。さらに、災害後に他の被災者との社会的関わり

が深かった被災者は、社会的関わりが薄かった被災者に比べて、精神的健康

が改善されていたことが報告されており、社会関係の有無や強弱は脆弱な

被災者にとっては重要なリスク要因として知られている（岩垣ら 2017）。こ

の実験は、インフォーマルな社会的関係を増やすことでレジリエンスを高

めることが、災害前の備えであり、回復を改善するメカニズムであるという

説得力のある証拠を提供している。この知見は、ソーシャルキャピタルとレ

ジリエンスの文献において、ソーシャルキャピタルがどのような具体的な

機能を持ち、レジリエンスにどのように貢献するかを掘り下げる上で、重要

な貢献をするものである。また、ソーシャルキャピタルが災害レジリエンス

に影響を与えるメカニズムを探る理論的な文献も増えてきている。例えば、

Putnam（2000）の「橋渡し」と「絆」のソーシャルキャピタルの概念は、異

なるグループ間の調整を促進する橋渡型ソーシャルキャピタルと、感情的

支援とグループ内の連帯を提供する絆ソーシャルキャピタルが、レジリエ

ンスに適用されている。ソーシャルキャピタル自体、比較的ポジティブな側

面で扱われる事が多く、被災地の災害対応・復興に寄与する一つの要因であ

ると言える（大門・渥美 2019）。全体として、ソーシャルキャピタルの構築

と強化はレジリエンスの向上にとって重要であるが、そのためには、社会的

結束の促進や信頼の構築、社会的不平等への対処など、持続的な取り組みが

必要である。 

6. 災害レジリエンスの測定要素 

災害研究と政策の分野でレジリエンスという概念が注目を集めるように
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なったため、研究者たちはその定義を正確かつ明確にするために多大な努

力をしてきた（Adger 2000; Manyena 2006; Norris ら 2008）。最近の文献を見

ると、この議論は解決されたわけではないにせよ、十分に検討されたと考え

られる。 

6.1 現在の災害レジリエンスの測定方法の概要 

日本の政府や社会は、さまざまなレベルでレジリエンスを評価・監視する

ためのさまざまな指標を開発するなど、災害レジリエンス対策に向けて多

くの取り組みを行ってきた。 

国レベルでは、日本政府は「防災白書」を作成し、防災に関する国の政策

を概説し、レジリエンスの測定に関するセクションを設けている。「防災白

書」では、災害に対するレジリエンスを、物理的レジリエンス、社会的レジ

リエンス、経済的レジリエンス、環境的レジリエンスという 4つの主要な側

面から特定している。また、レジリエンスを測定するための一連の指標を提

案している。これらの指標は、準備、緩和、対応、回復の 4つの主要なカテ

ゴリーに分類されている。 

地域レベルでは、総務省消防庁が「地方自治体の防災・危機管理能力評価

ガイドラインの策定」を行っており、日本の地方自治体のレジリエンスを、

災害前の準備、災害後の対応、災害後の復旧の観点から包括的に評価する枠

組みを示している。また、各都市は、独自の災害回復力指標を開発している。

神戸市は、「神戸市災害リスク軽減指標」を開発し、災害への備え、災害へ

の対応、災害からの復興をコミュニティレベルで測定している。同様に、横

浜市は、「横浜市レジリエンス指標」を開発し、コミュニティレベルでの災

害リスクと回復力を評価している。 

こうした公的な指標に加え、日本の災害への強さを示す独自の指標を開

発した学術研究や研究プロジェクトも多数存在している。例えば、日本地震

工学会からは、地域の災害レジリエンスに関する評価手法・評価シートが提

案されている。林（2016）は、レジリエンス向上の要素として、「予防力」

と「回復力」を挙げ、それらを向上させる必要性を指摘している。また、従

来の予防中心の防災モデルでは、ハザード、曝露量、脆弱性の関数で被害を

表現していたが、新しいレジリエンスモデルでは、被害、人間活動、時間の

関数として表現されるようになっている。 
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総じて、日本のレジリエンス対策は、災害リスク軽減に対する包括的かつ

多角的なアプローチを取っている。災害レジリエンスを高めるためには、物

理的、社会的、経済的、環境的な要素など、複数の要素が重要であることを

認識している。 

6.2 災害レジリエンスの指標 

現在、災害レジリエンスに関連する具体的な指標や測定基準は、その文脈

や評価の目的により異なることが一般的である。そこで、本研究では、災害

レジリエンスの測定要素を深く理解するため、Google Scholar、CiNiiといっ

た学術データベースを活用した。検索キーワードには「レジリエンス」、「日

本」、「測定」などを用いた。これにより、災害レジリエンスの現在の研究動

向と、それに伴う様々な評価基準の理解を深めることができた。 

レジリエンスの評価の枠組みについて、いくつかの事例を紹介する。畠山

ら（2013）は、災害社会学の考え方を適用し、レジリエンスを「頑健性」、

「冗長性」、「資源」、「即応性」の 4つの指標を用いて定量化し、評価してい

た。「頑健性」には、家庭でのハード面とソフト面の対策、「冗長性」には状

況把握手段を複数備えているか、「資源」では防災グッズや生活用品、「即応

性」では災害への対応の知識や準備に関する項目で構成されていた。小杉ら

（2017）は、地域のレジリエンスを計測する指標として馬場・田中が提案し

た公開統計データ（都市指標）、行政の質問紙調査（行政指標）、市民の質問

紙調査（市民指標）のうち、居住する地域へのコミットメントや地域コミュ

ニティの組織活動への参加、地域で想定される危機事象、地域社会と家庭に

おける脆弱性、災害リスクの捉え方などを含む市民指標を作成し、レジリエ

ンスの特徵を明らかにしようとしている。田中（2017）では、災害レジリエ

ンスは、予防策・順応策・転換策の 3つの要素で成り立っているとされてい

る。また塩崎ら（2015）は、システムの望ましさを測る軸として、被災前と

被災後のそれぞれの望ましさの方向性について 3 次元で表現する方法を提

示している。 

以上のレジリエンス指標に関する研究を見ると、いくつかの共通したテ

ーマやパターンが確認できる。一つは、いずれも災害前から災害後までのプ

ロセスを対象としていること、そして日本におけるレジリエンス指標は、社

会、経済、環境、制度など様々な要因を包含する多次元的なものであること
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である。これらの研究はいずれも、災害に対する回復力を評価・測定する際

に、レジリエンスの多次元性を考慮することの重要性を強調している。第二

に、これらの研究に見られる最も共通したテーマの 1つは、レジリエンスに

対するコミュニティベースのアプローチの重要性である。研究では一貫し

て、レジリエンスを構築する上で、コミュニティのレジリエンスとソーシャ

ルキャピタルが果たす役割に焦点が当てられてきた。第三に、多くの研究が、

備えのレベルが高いコミュニティほど、災害への対処や回復に優れている

ことを明らかにしている。防災訓練、早期警報システムなどの備えの手段は、

レジリエンスの重要な指標であることも分かっている。第四に、多くの研究

では、災害レジリエンスにおけるリスク認知とコミュニケーションの重要

性も強調している。個人やコミュニティがリスクを正確に認識し、効果的に

コミュニケーションを図る能力は、災害への備えや対応を強化する上で重

要である。 

全体として、災害レジリエンス指標に関する研究は、災害に対する回復力

を構築する上で、社会、経済、環境、制度的要因の役割を考慮する多次元的

なアプローチの重要性を強調している。コミュニティの回復力、災害ガバナ

ンス、リスク認知、コミュニケーションに焦点を当てているのは、災害の複

雑な性質とレジリエンスへの統合的アプローチの必要性を反映している。 

しかし、現在の災害レジリエンスに関する研究の多くは、特定の地域やハ

ザードの種類のみに焦点を当てている。国の文化的背景や開発モデルの違

いは、レジリエンス変数の選択や測定方法にも影響を与え、その適合性に問

題を生じさせることがある。したがって、これらの研究は特定の文脈や状況

に限定され、他の状況への一般化可能性が制限される場合がある。さらに、

特定の地域や災害の種類に焦点を当てた研究が多いにもかかわらず、地域

の地理的特性や文化を統合した研究は不足している。高齢者や低所得世帯

など災害弱者への影響についても、さらなる研究が必要である。 

7. おわりに 

現在では、レジリエンス研究の災害への備えや計画における応用も進ん

でいる。国際的には、レジリエンスは 2005 年と 2015 年に発表された国連
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国際減災戦略の両バージョンで重要な位置を占め、最新のアジア太平洋経

済協力協定でも認められている（Tierney 2015）。2012年、国連の「災害リス

ク軽減のための仙台フレームワーク 2015-2030」やロックフェラー財団の

「100 Resilient Cities」プロジェクトが開始されたことで、実践におけるレジ

リエンスの応用の幅がさらに広がっていることがわかる。2014 年、ロック

フェラー基金会のジュディス・ロディン（Judith Rodin）会長は The Resilience 

Dividend: Managing disruption, avoiding disaster, and growing stronger in an 

unpredictable worldと題する書籍を出版した。副題が示す通り、本書は都市

化、グローバル化、気候変動、災害などの主要な破壊的力に直面して、レジ

リエンスが不可欠であることを論じている（Rodin 2014）。また、Tierney（2015）

によれば、レジリエンス論は災害研究の系譜から自然に生まれたものとい

うより、国連や世界銀行などのスローガンとして注目を集めるようになっ

た。これにより、レジリエンスの実践における重要性が広く認識されるよう

になった。 

本稿では、災害分野におけるレジリエンスの多面性を包括的にレビュー

し、その学際的かつ多次元的な性質を明らかにした。レジリエンスという概

念が多岐にわたる意味を含む複雑なものであることを示し、特に災害レジ

リエンスに関する多様な定義の混在が実践的応用に際しての混乱を招く可

能性があると指摘した。そこで、異なる分野におけるレジリエンス用語の使

用を整理し、明確な定義と適用の枠組みを提案した。これにより、レジリエ

ンスの理解と実践に対する統合的で包括的なアプローチの重要性が強調さ

れた。また、本稿では、レジリエンス各定義の中で共通している要素を探求

した。それは、個人やコミュニティが災害の影響に備え、それに抵抗し、か

つ回復する能力を高めることを目指すという点である。コミュニティベー

スの災害対応と危機への適応能力の向上の重要性も浮き彫りになった。さ

らに、災害レジリエンスの評価と測定に関して、多次元的なアプローチを探

求した。物理的、社会的、経済的、環境的な側面を網羅する測定指標の開発

の重要性を指摘し、地域ごとの特性と文化的背景を踏まえたレジリエンス

理論の適用が重要であることを強調した。   

本稿にはいくつかの課題がある。第一に、主に二次資料に依拠しているた

め、文献資料の引用が少なく、情報が不完全である可能性がある。第二に、

分析は主に日本国内の研究に基づいており、他国の研究は比較的少ないこ
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とが課題である。さらに、地域社会の特性がレジリエンスに与える具体的な

影響や要因に関する事例研究の蓄積は不十分である。今後はこれらの課題

に対応し、より多角的で包括的な分析が必要とされている。 
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